
質問書番号 資料名 質問内容 回答

1 入札説明書 ・契約規則28条と29条を確認させてください。

契約規則28条と29条については以下のとおりです。

（契約保証金）

第28条　会長は、契約者に対してその契約の締結に際してその履行を保証するために第２項に規定する契約保証金を納めさせなければならない。

２　契約保証金の額は、契約金額の10／100以上の額とする。

３　契約保証金の納付は、国債及び地方債のほか、次に掲げる担保の提供をもって代えることができる。

(1)　政府の保証のある債券

(2)　会長が確実と認める社債

(3)　銀行その他会長が確実と認める金融機関（以下本項において「銀行等」という。）に対する定期預金債権

(4)　銀行等が振り出し、又は支払保証をした小切手

(5)　銀行等の保証

(6)　保証事業会社の保証

（契約保証金の納付の免除）

第29条　会長は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約保証金の全部又は一部の納付を免除することができる。

(1)　契約の相手方が保険会社との間にこの法人を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。

(2)　契約の相手方から委託を受けた保険会社と工事履行保証契約を締結したとき。

(3)　第３条の規定により会長が定める資格を有する者と契約を締結する場合において、その者が過去の実績から判断して契約を履行しないこととなるおそ

れがないと認められるとき。

(4)　法令に基づき延納が認められる場合において、確実な担保が提供されたとき。

(5)　財産を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が即納されるとき。

(6)　随意契約を締結する場合において、契約金額が少額であるとき又は契約の相手方が契約の履行をしないこととなるおそれがないとき。

2 入札説明書

「２　競争入札参加資格」（６）に「愛知県内に本社、支社又は営業所を有

し」との記載がございますが、愛知県内に営業所を有しており、貴会と緊密な

連絡を取れる担当者が在籍していれば、落札後の契約者は東京所在の本社の代

表者名義でも宜しいでしょうか。

お見込みのとおりです。契約者は本社の代表者名義でもかまいません。

3 入札説明書 入札書記載金額は期間総額の税抜金額でよろしいでしょうか。 ご推察のとおり、税別の金額をご記入ください。

4 仕様書
・物件の満了時のデータ消去作業は撤去引揚げ後の実施でも宜しいでしょう

か。

データ消去作業は物件引揚後、御社所定場所での対応で問題ありませんが、データ消去作業は日本国内としてください。なお、情報セキュリティに関する

特約条項を遵守した上でデータ消去作業を行ってください。

5 仕様書

P6　項目（「基本機能」-「機能」）

「①コピー中のプリント割込み／プリント中のコピー割込みが自動で可能であ

ること」は、「複合機操作パネルから割り込み指示することで、自動で割り込

むことができる」の解釈でよろしいでしょうか。

・複合機操作パネルからと限定せずに、マルチアクセスの際に割り込みの仕組みや、割り込み後は自動で前ジョブに復帰する仕組みが必要です。

6 仕様書
複合機、カラーレーザープリンター共に印刷料金に保守費を含むという認識で

よろしいでしょうか？

お見込みのとおりです。保守単価につきましては入札書に単価表を添付してください。

また、入札書へ記載する金額は、保守料金を含めた金額で記載いただきますようお願いします。なお、保守料金の計算方法は業務用複合機及びプリンター

の 賃貸借業務 仕様書：10 保守(7)その他　に記載のある「月間使用予定枚数×賃貸借期間×単価」でモノクロ、カラーそれぞれ金額算定を行ってくださ

い。

7 仕様書
マルチアクセスの際に割り込み後は自動で前ジョブに復帰する仕組みが必要と

いう認識でよろしいでしょうか？
お見込みの通りです。

8 仕様書

・コロナウイルスの感染拡大等の影響により生産遅延、物流遅延などの不測の

事態が発生し納期遅延となり、指定する納期に間に合わない場合、受注者への

指名停止等の処分、賠償請求や違約金請求なく契約期間変更等の協議に応じて

いただけますか。

発生した事態が契約書（案）第８条のただし書に当たる場合には違約金の請求は行いません。

（履行遅延の場合における違約金）

第8条　乙が、物件の納入を遅延したときは、違約金を甲に支払わなければならない。ただし、天災地変その他やむを得ない理由によると甲が認めた場合

は、この限りでない。

9 契約書(案)
・契約書案記載の動産総合保険とは、保険金額が賃貸借期間の経過に応じて逓

減していく通常の動産総合保険という認識で宜しいでしょうか。
保険の種類は指定しませんが、仕様書に記載されております保守の内容を満たすものをご用意ください。

10 契約書(案)

・契約書（案）第１８条２項に「物件を撤去するにあたり、当該物件内の情報

をすべて完全に消去し、～」との記載がございますが、当該記載はデータ消去

作業を貴法人の事務所内で行う事を受注者に要請しているという認識で宜しい

でしょうか。

データ消去作業は物件引揚後、御社所定場所での対応で問題ありませんが、データ消去作業は日本国内としてください。なお、情報セキュリティに関する

特約条項を遵守した上でデータ消去作業を行ってください。


